
The Kansai Electric Power Co., Inc.

市街地開発事業等をご計画されているお客さまへ

⚫ 従来、基本的に供給申込者の全額費用負担となっていた電線共同溝方式によらない無電柱化を行う場合
(電線共同溝方式によらず、要請者負担方式や自治体管路方式等による無電柱化を行う方法)においても、
電線共同溝方式と同様に、地上機器や電線等について、一般送配電事業者が費用負担することとなりまし
た。

⚫ 市街地開発事業等において、「電線共同溝方式によらない無電柱化」の実施を予定し、地上機器や電線
等について一般送配電事業者の費用負担を求める供給申込者（主に市街地開発事業の施行者又は施
行予定者。その他これらに類する事業においては、開発許可申請者を想定しております。）においては、予め、
各一般送配電事業者への申請手続（許認可証等の写しの提出等）が必要となります。詳細は以下の資
源エネルギー庁ＨＰ「3．一般送配電事業者への申請手続について」をご参照お願い致します。

⇒資源エネルギー庁の関連ページはこちら

⇒専用問い合わせフォーム_市街地開発事業等における無電柱化に関するお手続き

⇒配電営業所一覧

関西電力送配電の受付窓口（HPリンク）［お早めにご相談ください］

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/other/pole/cost.html
https://inquiry.kansai-td.co.jp/app/inquiry/index/43
https://www.kansai-td.co.jp/corporate/profile/office/index.html#branch
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1. 土地区画整理法（昭和二十九年法律第百十九号）による土地区画整理事業

2. 新住宅市街地開発法（昭和三十八年法律第百三十四号）による新住宅市街地開発事業

3. 首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律（昭和三十三年法律第九十八

号）による工業団地造成事業又は近畿圏の近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に

関する法律（昭和三十九年法律第百四十五号）による工業団地造成事業

4. 都市再開発法による市街地再開発事業

5. 新都市基盤整備法（昭和四十七年法律第八十六号）による新都市基盤整備事

6. 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法による住宅街区整備事業

7. 密集市街地整備法による防災街区整備事業

□都市計画法 第四条第七項 に規定する市街地開発事業（第十二条第一項各号）

⚫ 都市再生整備計画事業

⚫ 住宅市街地総合整備事業

⚫ 市道等として道路を引き取る民間開発事業（宅地開発等）

⚫ 道路法第２４条に基づき、道路管理者以外の者が行う工事

□その他類する事業（例）

対象事業
都市計画法 第四条第七項 に規定する市街地開発事業、その他これらに類する事業は、以下
の事業を指します。
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安全・円滑な交通の確保

都市景観の向上

無電柱化の目的

『安全・円滑な交通の確保』、『良好な景観の形成』等を目的に、無電柱化は推進されています。
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⚫ 戸建て・再エネ供給時にも、地中線供給の選択が可能です。

⚫ 地中線供給は、お申込者さまに架空線供給との差額コストをご負担いただくことや、電力供給ま
での調整期間を長く頂戴することになりますが、技術的困難箇所を除き、地中線供給のニーズに
最大限お応えいたします。是非、ご検討ください。

自然災害等に強い

地中線供給により期待出来る効果架空線供給（標準）

景観向上

地中線供給（選択可）
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